
  収　入

（ 既決予定額 ） （ 補正予定額 ） 　　　　　　（ 計 ）

３２２，７３１千円 △３，８８２千円 ３１８，８４９千円

　　　第１項 営 業 収 益 ２５０，９５６千円 △３，９８２千円 ２４６，９７４千円

　　　第２項 営 業 外 収 益 ７１，７６４千円 １００千円 ７１，８６４千円

　　　第３項 特 別 利 益 １１千円 ０千円 １１千円

　支　出

３９１，０５８千円 ９，２０８千円 ４００，２６６千円

　　　第１項 営 業 費 用 ３８７，４８９千円 ９，２０８千円 ３９６，６９７千円

　　　第２項 営 業 外 費 用 ２，５５８千円 ０千円 ２，５５８千円

　　　第３項 特 別 損 失 １１千円 ０千円 １１千円

　　　第４項 予 備 費 １，０００千円 ０千円 １，０００千円

第２条　令和５年度伊方町水道事業会計予算（以下「予算」という。）は、第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のと

　おり補正する。

（ 科　目 ）

　　第１款　水 道 事 業 収 益

　　第１款　水 道 事 業 費 用

第１条　令和５年度伊方町水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

議  案  第 １１２ 号

令和５年１２月１４日

令和５年度　伊 方 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第１号）

伊方町長　高　門　清　彦

　令和５年度伊方町水道事業会計補正予算（第１号）を次のとおり定める。



（ 既決予定額 ） （ 補正予定額 ） 　　　　　　（ 計 ）

職 員 給 与 費 ３８，９４８千円 ５６４千円 ３９，５１２千円

第４条　棚卸資産の購入限度額を１，２２７千円に改める。

第３条　予算第６条に定めた経費の金額を次のように改める。

（ 科　目 ）



１．

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出 　　　１　～　　２　頁

２．

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出 　　　３　～　　５　頁

３． 　　　　　　　　６　頁

４． 　　　７　～　１２　頁

５． 　　１３　～　１６　頁

補 正 予 算 実 施 計 画 明 細 書

令 和 ５ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

給 与 費 明 細 書

令　和　５　年　度

予　算　に　関　す　る　説　明　書

（補正第１号）

内　　　　　容

補 正 予 算 実 施 計 画 書

令和５年度予定キャッシュ・フロー計算書
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(１)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 93,242,000

　　　減価償却費 15,614,000

　　　引当金の増減額 △ 1,594,103

　　　長期前受金戻入額 △ 49,699,000

　　　未収金の減少額 △ 1,767,930

　　　たな卸資産の減少額 △ 120,000

　　　未払金の増加額 △ 1,099,816

　　　　　小計 △ 131,908,849

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 131,908,849

(２)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 0

　　　国庫補助金等による収入 0

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

(３)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 13,242,000

　　　他会計からの出資による収入 50,387,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 37,145,000

　資金に係る換算差額 0

　資金増加(減少)額 △ 94,763,849

　資金期首残高 361,973,175

　資金期末残高 267,209,326

令和5年度予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
（単位：円・税抜）
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給　与　費　明　細　書

１　総　括                                                                                                            　　　　　　　（単位：千円） （単位：千円）

区　　　分 職　員　数 報　　　酬 給　　　料 手　　　当 退職給付費 計 法定福利費 引当金繰入額 合　　　計

補　　 正 　　後
損益勘定支弁職員

(0)
0 18,761 8,784 3,190 30,735 5,718 3,059 39,512 

5 

補　　 正 　　前
損益勘定支弁職員

(0)
0 18,668 8,460 3,174 30,302 5,587 3,059 38,948 

5 

比　較
(0)

0 93 324 16 433 131 0 564 
0 

　備考　（　）内は短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書き

手当

の

内訳

区　　　分 扶養手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手    当

管理職員
特勤手当

児童手当
期末勤勉
手    当

通勤手当 住居手当

補　　 正　 　後
損益勘定支弁職員 516 804 1,056 22 360 5,036 113 877 

補　　 正　 　前
損益勘定支弁職員 516 480 1,056 22 360 5,112 236 678 

比　較 0 324 0 0 0 △76 △123 199 
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　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

区　　　分 職　員　数 報　　　酬 給　　　料 手　　　当 退職給付費 計 法定福利費 引当金繰入額 合　　　計

補　　 正　 　後
損益勘定支弁職員

(0)
0 18,761 8,784 3,190 30,735 5,718 3,059 39,512 

5 

補　　 正　 　前
損益勘定支弁職員

(0)
0 18,668 8,460 3,174 30,302 5,587 3,059 38,948 

5 

比　較
(0)

0 93 324 16 433 131 0 564 
0 

　備考　（　）内は短時間勤務職員について外書き

手当

の

内訳

区　　　分 扶養手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手    当

管理職員
特勤手当

児童手当
期末勤勉
手    当

通勤手当 住居手当

補　　 正　 　後
損益勘定支弁職員

516 804 1,056 22 360 5,036 113 877 

補　　 正　 　前
損益勘定支弁職員

516 480 1,056 22 360 5,112 236 678 

比　較 0 324 0 0 0 △76 △123 199 

　イ　会計年度任用職員
（単位：千円）

区　　　分 職　員　数 報　　　酬 給　　　料 手　　　当 退職給付費 計 法定福利費 引当金繰入額 合　　　計

補　　 正　 　後
損益勘定支弁職員

(0)
0 0 0 0 0 0 0 0 

0 

補　　 正　 　前
損益勘定支弁職員

(0)
0 0 0 0 0 0 0 0 

0 

0 
　備考　（　）内は短時間勤務職員について外書き

比　較
(0)

0 0 0 0 

管 理 職
手    当

管理職員
特勤手当

0 0 0 0 

児童手当
期末勤勉
手    当

通勤手当 住居手当

補　　 正　 　後
損益勘定支弁職員

0 0 0 0 0 0 0 0 

補　　 正　 　前
損益勘定支弁職員

0 0 0 0 0 0 0 0 

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 

手当

の

内訳

区　　　分 扶養手当
時 間 外
勤務手当
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　分 増　減　額 増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳 説　　　　　明 備　考

給　　　　　　　料 93 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 289 給料表改定

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 △196 異動等によるもの

手　　　　　　　当 324 制 度 改 定 に 伴 う 増 減 分 270
期末手当改正（正職員　年間　2.4月→2.45月）
勤勉手当改正（正職員　年間　2.0月→2.05月）

そ の 他 の 増 減 分 54 異動等によるもの

３　給料及び職員手当の状況

　（１）職員一人当たり給与

区　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　　　　　般　　　　　企　　　　　業　　　　　職

令和５年１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 311,867

平 均 給 与 月 額 （円） 351,247

平 均 年 齢 （歳） 42.80

令和５年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 310,193

平 均 給 与 月 額 （円） 351,613

平 均 年 齢 （歳） 44.87
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　（２）初任給

区　　　　　　　　　　　分 一　般　企　業　職
一　　　般　　　会　　　計　　　の　　　制　　　度

一般行政職

高　　　　　 校 　　　　　卒 169,762 169,762

短           大 　　　　　卒 182,836 182,836

大　　　　 　学　　　　 　卒 200,536 200,536

　（３）級別職員数

区　　　　　　　　　　　　分
一　　　般　　　企　　　業　　　職

級 職　員　数 構成比 (%)

令和５年１２月１日現在

６　級 1 20.0

５　級 1 20.0

４　級 1 20.0

３　級  

２　級  

１　級 2 40.0

計 5 100.0

令和５年４月１日現在

６　級 1 20.0

５　級 1 20.0

４　級 1 20.0

３　級  

２　級 1 20.0

１　級 1 20.0

計 5 100.0

（級別標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ６    級

課長一般企業職 係長・主任 係長 課長補佐

４　　級 ５　　級

主事・技師 主査
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　  （Ａ）

　  （Ｂ）

　  （Ａ）

　  （Ｂ）

　（４）昇給

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一般企業職

補

正

後

職 員 数 （人） 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 4

1～2号給 （人）

3～4号給 （人） 4

号 給 数 別 内 訳 5～6号給 （人）

7～8号給 （人）

 9号給～ （人）

比 率（B）／（A）（％） 80.00

5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 4

1～2号給 （人）

3～4号給 （人） 4

（B）／（A）（％） 80.00

号 給 数 別 内 訳 5～6号給 （人）

7～8号給 （人）

　（５）特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一般企業職

補

正

前

職 員 数 （人）

 9号給～ （人）

比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） -

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％） -

（令和５年１２月１日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
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　（６）期末手当、勤勉手当

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
　　職制上の段階、職務の等級による
　　加算措置

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

補　　正　　後 2.200 2.300 4.50 有

補　　正　　前 2.200 2.200 4.40 有

一般会計の制度 2.200 2.300 4.50 有

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当  

区　　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 その他の

加算措置等
備　　　　　考

（月分） （月分） （月分） （月分）

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　（８）地域手当

支 給 対 象 地 域 － － － 備      考

支 給 率 （ ％ ）

備      考

扶　　　　　養　　　　　手　　　　　当 同

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ）

一般会計の指定基準に基づく支給率（％）

住　　　　　居　　　　　手　　　　　当 同

通　　　　　勤　　　　　手　　　　　当 同

　（９）その他の手当

区　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同
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１．固定資産 

(1)有形固定資産 

　イ　土地 42,081,125

　ロ　建物 144,425,311

　　　建物減価償却累計額 87,122,418 57,302,893

　ハ　構築物 5,125,698,458

　　　構築物減価償却累計額 3,708,601,565 1,417,096,893

　ニ　機械及び装置 1,087,302,175

　　　機械及び装置減価償却累計額 723,990,124 363,312,051

　ホ　車両運搬具 3,044,000

　　　車両運搬具減価償却累計額 2,892,300 151,700

　ヘ　工具器具及び備品 2,561,624

　　　工具器具及び備品減価償却累計額 2,433,783 127,841

　ト　リース資産(有形) 6,393,336

　　　リース資産減価償却累計額 6,393,336 0

　チ　建設仮勘定 25,019,093

　　有形固定資産合計 1,905,091,596

(2)無形固定資産 

　ロ　施設利用権 2,016,000

　ハ　ソフトウェア 26,025,000

令和５年度 予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

（単位：円）

資産の部
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　　無形固定資産合計 28,041,000

　　固定資産合計 1,933,132,596

２．流動資産

(1)現金・預金 267,209,326

(2)未収金 8,247,620

　貸倒引当金(未収金) 141,720 8,105,900

(3)貯蔵品 1,935,563

　　流動資産合計 277,250,789

　　資産合計 2,210,383,385

３．固定負債 

　イ　建設改良費等の財源の企業債 414,316,829

　　企業債合計 414,316,829

　　固定負債合計 414,316,829

４．流動負債 

(2)企業債 14,799,958

(5)未払金 12,348,812

(9)引当金 1,463,333

(10)その他流動資産 0

　　流動負債合計 28,612,103

５．繰延収益 

　イ　国庫補助金 1,259,620,249

　　　国庫補助金収益化累計額 963,063,115 296,557,134

負債の部
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　ロ　県補助金 458,286,117

　　　県補助金収益化累計額 367,590,621 90,695,496

　ハ　他会計補助金 515,581,092

　　　他会計補助金収益化累計額 440,358,693 75,222,399

　ニ　受贈財産評価額 213,755,962

　　　受贈財産評価額収益化累計額 146,336,765 67,419,197

　ホ　寄付金 599,102,234

　　　寄付金収益化累計額 562,836,178 36,266,056

　ヘ　工事負担金 143,681,741

　　　工事負担金収益化累計額 109,769,232 33,912,509

　ト　その他資本剰余金 0

　　長期前受金合計 3,190,027,395

　　長期前受金収益化累計額合計 △ 2,589,954,604

　　繰延収益合計 600,072,791

　　負債合計 1,043,001,723

６.資本金 

　イ　固有資本金 307,982,960

　ロ　繰入資本金 624,906,600

　ハ　組入資本金 158,644,943

　　資本金合計 1,091,534,503

　　資本金合計 1,091,534,503

７.剰余金 

　ロ　国庫補助金 1,387,197

資本の部

- 15 -



　ハ　県費補助金 1,333,197

　ニ　他会計補助金 1,711,609

　ホ　受贈財産評価額 7,052,753

　ヘ　寄付金 5,595,274

　ト　工事負担金 78,255

　　資本剰余金合計 17,158,285

　イ　減債積立金 51,126,000

　ロ　利益積立金 7,700,000

　ハ　建設改良積立金 16,300,000

　ニ　当年度未処理欠損金 16,437,126

　　　前年度繰越利益剰余金 6,779,874

　　　当年度純損失 △ 93,242,000

　　　処分済利益剰余金 70,025,000

　　利益剰余金合計 58,688,874

　　剰余金金合計 75,847,159

　　資本合計 1,167,381,662

　　負債・資本合計 2,210,383,385
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